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研究成果の概要（和文）：会計上の保守主義は長い歴史があるのにもかかわらず、その合理性については明らかになっ
ておらず、繰り返しその妥当性が問題となってきている。近年の理論研究は、もっともらしい設定の下で、会計上の保
守主義が自生的に生成されるプロセスを明らかにしてきた。この研究は、経営者報酬に上限を付けた有限責任制約付き
バイナリ・モラル・ハザード・モデルを使い、会計上の保守主義が企業のどのような特性と関係しているのかを分析し
た。この研究は、条件付き保守主義が自生的に生成されることも示している。

研究成果の概要（英文）：Accounting conservatism is a long-standing accounting principle, although its 
rationale has been frequently questioned. Recent analytical studies reveal that accounting conservatism 
could emerge in plausible settings. This research examines how accounting conservatism
relates to firm characteristics in a binary moral hazard setting with limited liability and a 
compensation cap. The research also provides a model justifying conditional accounting conservatism.

研究分野：会計学
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１．研究開始当初の背景 
 近年、従来の会計ルールの不合理な面を改
め、これを合理的なルールで置き換えていこ
うとする社会工学的な傾向が強くなってき
ている。そして、非合理的な会計慣行の典型
例として保守主義が取り上げられることが
増えてきた。「予想の利得は計上せず、予想
の損失は計上すべし」という格言で示される
保守主義は、利得と損失に対して非対称的な
取扱いを要請しており、会計利益に一定のバ
イアスを導入する意味で、一見非合理的な慣
習のように見える。投資家の意思決定に資す
る会計情報には、バイアスが含まれていない
ほうが望ましいとすると、保守主義は排除す
べき不合理なルールとされるのかもしれな
い。 
 しかしながら、筆者の見るところ、保守主
義の（非）合理性の探究は徹底的に行なわれ
ているとはいいがたい。保守主義が本当に不
合理な慣習なのか、それとも我々がたんに保
守主義の合理性を理解できていないだけな
のかについては、まだほとんど解明されてい
ないと考える。もし、保守主義に合理性があ
るのにもかかわらず、これを排除するような
ルール変更が行なわれるとしたら、社会的に
追加的なコストが発生することになりかね
ない。このような情況下、保守主義にどのよ
うな合理性が認められるのかを明らかにす
る研究には大きな意義がある。 
 保守守主義の標準的なモデルを確立した
のは、Basu (1997) である。Basu (1997) は、
会計利益を、株価リターンと株価リターンが
負であることを示すダミー変数と株価リタ
ーンとダミー変数との交差項とに回帰する
ことで、株価リターンがマイナスのとき、会
計利益が経済実体より大きく落ち込むこと
を示した。このテクノロジーの開発によって、
どういうときに保守主義が観察されるかは
徐々に明らかになりつつある。 
 しかし、Basu (1997) のテクノロジーを利
用した実証分析によって、保守的な会計処理
と企業特性との関係は明らかになるとして
も、保守的な会計処理の合理性は解明されな
い。事実がどうであるかを解明する実証研究
だけでは、現行ルールの合理性を示すことは
難しい。 
 このように保守主義の経済合理性を指し
示すためには、理論的・分析的な研究が不可
欠である。しかし、保守主義の合理性を示し
た分析的研究は多くない。数少ない例外とし
て、Kwon et al. (2001) と Bagnoli and Watts 
(2005) が挙げられる。Kwon et al. (2001) は、
標準的な有限責任制約付きのモラル・ハザー
ドの設定で、保守主義が最適となる条件を示
しているが、プリンシパルの戦略集合が情報
システムにおけるカット・オフ値の選択だけ
に制限されており、シグナルの精度を操作で
きない設定である。他方、Bagnoli and Watts 
(2005) は、シグナリング・モデルの設定で、
良い私的情報を持つ経営者が保守的な会計

処理を選択し、悪い私的情報を持つ経営者が
保守的でない（リベラルな）会計処理を選択
するような分離均衡が存在することを示し
ているが、一般的な設定なので、最小限のイ
ンプリケーションが引き出されているにす
ぎない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、財務会計における保守主
義の合理性を、理論的に明らかにすることで
ある。保守主義は、一見すると非合理的に見
える慣行であるが、500 年以上ものあいだ、
健全な会計慣行とされてきた。しかし、近年、
保守主義を改めて、中立的な会計ルールを設
定しようという傾向が顕著になりつつある。
現在までのところ、保守主義が、どのような
局面で合理性を持ち、どのような局面ではマ
イナス面のほうが大きくなるのかはほとん
ど明らかにされてきていない。本研究におい
ては、保守主義が合理的になる条件を、主と
して数理モデル分析の手法によって明らか
にする。 
 
３．研究の方法 
 当初、標準的な有限責任制約付きバイナ
リ・モラル・ハザードの設定で、会計システ
ム導入コストを測定誤差の関数として定式
化し分析していた。 
 しかし、この設定では、会計システム導入
コスト関数を導入したという点以外の設定
が一般的すぎて、先行研究との比較が容易に
行なえない。そこで、正規分布などの一母数
指数関数族に属する単調尤度比条件を充た
す確率分布を想定し、これにカット・オフ値
入れるかたちで、バイナリ・シグナルを生成
するような Kwon et al. (2001)と類似した設
定で分析を深めた。また、この設定の分析に
あたっては、Ohta (2009)の分析手法がその
まま応用可能である。 
 会計上の保守主義に対して、本研究は、有
限責任制約付きバイナリ・モデルという必要
最小限の設定で分析を試みる。保守主義が内
生的に生起する最小限の設定を突き止める
ことによって、その動作機構の直観的な理解
が進む。これによって、どのような企業がよ
り保守的な会計基準を採用しがちなのかに
ついて、外生変数を基準とした命題を得るこ
とができる。このような命題は、実証研究に
おいて検定される仮説を提供することが期
待される。実証研究の成果がフィードバック
されることによって、理論研究がさらに進む
はずである。 
 
４．研究成果 
 標準的な有限責任制約付きバイナリ・モラ
ル・ハザード・モデルの設定で、会計システ
ム導入コストを測定関数の誤差として定式
化した場合、最適均衡解として保守主義が生
起するために会計システム導入コスト関数
が充たすべき一階の条件を特定した。 



 しかし、具体的な計算例を作ってみると、
良い業績のときに悪いシグナルを出す確率
が 1/2 という定数になることが多い。経済的
にもっともらしい設定をいくつか試してみ
ても、良い業績のときに悪いシグナルを出す
確率が 1/2 という定数になる。少し、一般化
して解いてみると、良い業績のときに悪いシ
グナルを出すエラーの確率と悪い業績のと
きに良いシグナルを出すエラーの確率の積
のみに依存して会計システム導入コストが
決定されると、良い業績のときに悪いシグナ
ルを出す確率が1/2という定数になることが
わかる。この結果は、不自然で面白くはない
が、もっともらしいシンプルな設定で、会計
上の保守主義が自生的に生成されることが
示されたとはいえる。 
 さらに、もっともらしい設定で、会計上の
保守主義が自生的に生成されるかどうかを
調べるため、Kwon et al. (2001)と同じよう
に、現実には観察できない潜在的なシグナル
からバイナリ・シグナルを生成する会計シス
テムが保守的かどうかを研究した。具体的に
は、有限責任制約付きバイナリ・モラル・ハ
ザード・モデルを想定し、実際の企業業績は
実現してもしばらくは観察できず、したがっ
て、経営者報酬契約でも利用できないものと
する。代わりに、実現した企業業績に基づい
て、平均が異なるものの、分散の等しい正規
分布にしたがう潜在的なシグナルが生成さ
れる。このシグナルの実現値は経営者（エー
ジェント）にも株主（プリンシパル）にも直
接は観察できない。しかし、契約締結以前に、
株主は会計システムを設置するものとする。
この会計システムは、潜在シグナルの実現値
がある値以上であれば良いシグナルを、そう
でなければ悪いシグナルを生成し、このシグ
ナルは、経営者報酬契約に利用することが可
能である。 
 この会計システムは、潜在シグナルの実現
値をもとに良いシグナルと悪いシグナルに
切り分けるカットオフ値によって特徴付け
られる。このカットオフ値が、企業業績が良
い場合の潜在シグナルの平均と悪い場合の
潜在シグナルの平均のどちらの側によって
いるかによって、会計上の保守主義が自生的
に生成されるかどうかを判定するわけであ
る。 
 分析の結果、株主は、無限に保守的な会計
システムを選好することがわかった。つまり、
どのようなカットオフ値を前提としても、そ
れよりさらに保守的な会計システムが株主
に選好されるのである。平均が異なり分散が
等しい正規確率変数は単調尤度比条件を充
たす。つまり、極端に大きな潜在シグナルの
実現値は、企業業績が良いことを強く示唆す
る。保守的な会計システムにおける良いシグ
ナルが持つ情報量は大きいのである。株主も
経営者もリスク中立的だと仮定しているの
で、極端に大きな潜在シグナルが実現したと
きだけ、良いバイナリ・シグナルが観察され

る設定にしておいて、極端に小さな確率で実
現する良いバイナリ・シグナルが観察された
ときだけ、巨額の経営者報酬を支払うことで、
経営者努力を十分に誘導することが可能で
ある。このモデルでは、モラル・ハザード・
モデルのセカンド・ベスト解をさらに悪化さ
せたサード・ベスト解が最適均衡解となって
いる。会計システムが無限に保守的になって
いくと、サード・ベスト解はセカンド・ベス
ト解に近づいていく。 
 この分析によって、会計上の保守主義が自
生的に生成されるメカニズムは明らかにな
った。しかし、無限に保守的な会計システム
というのは、明らかに現実的ではない。そこ
で、経営者報酬の金額に上限（キャップ）を
付けることとした。経営者報酬の上限があま
り小さいと、経営者報酬によって、経営者の
努力を誘導することはできなくなってしま
うが、ある程度大きな上限であれば、経営者
の努力を誘導することが可能である。このと
き、有限に保守的な会計システムを設置する
のが最適均衡解となる。 
 均衡解は外生変数の陽関数として表わす
ことはできないが、均衡条件に対して陰関数
定理を使って、比較静学をすることはできる。
外生変数に対する比較静学の結果だけでな
く、企業の収益性や事業リスクに対しても比
較静学を行なった。 
 また、簡略化した設定であれば、条件付き
保守主義が自生的に生成されることも示す
ことができた。 
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